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1――見えてきた貿易戦争の構図 

 

 米国のトランプ大統領が仕掛ける貿易戦争を理解するためには、今回の貿易戦争が同時に進行する

2つの戦いであることを理解しなければならない。2つの戦いとはすなわち「中国の覇権を阻む戦い」

と「貿易赤字を削減するための戦い」である。2018年に起きたこれまでの出来事を図表 1にまとめる。

米国の通商政策の標的は、中国と国際社会の 2つに大別することができるだろう。 

 

 

実施 時期 内容 実施 時期 内容

米 3月23日 中国をWTOに提訴（知的財産権） 米 2月7日 太陽光パネルと家庭用大型洗濯機に対するセーフガード発動

米 4月3日 500億ドル相当の対中制裁課税リストを発表 米 3月14日 インドをWTOに提訴（輸出補助金制度）

米 4月5日 1000億ドル相当の対中追加関税の検討を指示 米 3月23日 鉄鋼・アルミニウム製品に対する追加関税を発動

米 5月4日 2020年までに対米貿易黒字を2000億ドル削減することを要求 米 3月27日 米韓FTA再交渉の妥結

米 6月15日 500億ドル相当の対中制裁課税リスト最終案を発表 米 5月23日 自動車部品および完成車に対する輸入制限措置の検討を開始

米 6月18日 2000億ドル相当の対中追加関税の検討を発表 米 5月31日 鉄鋼・アルミニウム製品の関税猶予の打ち切りを発表

米 7月6日 （予定）　500億ドル相当の対中制裁の発動

実施 時期 内容 実施 時期 内容

中 4月2日 30億ドル相当の対米報復関税を発動 韓 4月4日 米国をＷＴＯに提訴（太陽光パネルと家庭用大型洗濯機）

中 4月4日 500億ドル相当の対米報復関税リストを発表 中 4月9日 米国をＷＴＯに提訴（鉄鋼・アルミニウム）

中 6月16日 500億ドル相当の対米報復関税最終案を発表 ﾒｷｼｺ 6月5日 最大25％の報復関税を発動

中 7月6日 （予定）　500億ドル相当の対米報復の発動 印 6月6日 米国をＷＴＯに提訴（鉄鋼・アルミニウム）

欧州 6月6日 米国をＷＴＯに提訴（鉄鋼・アルミニウム）

加 6月6日 米国をＷＴＯに提訴（鉄鋼・アルミニウム）

ﾒｷｼｺ 6月7日 米国をＷＴＯに提訴（鉄鋼・アルミニウム）

ﾉﾙｳｪｰ 6月19日 米国をＷＴＯに提訴（鉄鋼・アルミニウム）

印 6月21日 2.4億ドル程度の報復関税の発動を発表〔8月4日発動〕

欧州 6月22日 28億ユーロ相当の対米報復関税を発動

加 7月1日 166億カナダ・ドル相当の対米報復関税の発動

露 7月2日 米国をＷＴＯに提訴（鉄鋼・アルミニウム）

欧州 7月2日 自動車の輸入制限に対する最大2940億ドルの報復を検討

（資料）WTO、各種報道
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2――国際社会が生んだ火種 

 

米国がこの時期に貿易戦争を仕掛けるのはトランプ大統領の誕生だけが要因ではない。米国はこれ

まで唯一の基軸通貨国として大量にものを消費し、他国はその力を貿易取引によって吸収することで

成長してきた。技術が進歩してグローバル化が進むと企業は生産コストの低い国へ生産拠点を移管し

た。移管された国では所得が増加して中間層が生まれて新たな市場が形成された。新興国は市場に集

まる企業から技術を獲得することで発展を加速。今日の経済体制は、各経済主体が利益最大化を追求

した結果であるが、米国内の雇用流出や米国の覇権を脅かす存在の台頭などの新たな歪も同時に生ん

だ。貿易戦争の火種は長い時間をかけて構築された既存の経済体制の中で生まれたものなのである。 

米国が特に中国を問題視するのは、米国の利益が不当な手段で奪われていると考えるからだ。2018

年 1月に米国通商代表部(USTR)が発表した 2017年次報告では、中国が WTO加盟時の経済改革の約束を

果たしておらず、その承認を国際貿易の支配的なプレーヤーになるために利用してきたと非難してい

る。実際、加盟時に約束した外資出資制限撤廃の多くが期限内に実行されておらず、緩和された規制

にも新たな条件が課されているため、実質的に内外無差別原則にそぐわない事態も生じている。また、

知的財産権や技術に関する問題はさらに深刻で、中国政府が違法な手段による獲得に関与または支援

していたと認定した。米国の厳しい対中姿勢には、このような不満も反映されているのである。 

 

 

3――貿易戦争の実態 

 

1｜中国の覇権を阻む戦い 

米国は 21 世紀の覇権を賭けた戦いを

中国に仕掛けている。特に米国が警戒し

ているのが、人工知能(AI)や次世代通信

規格(5G)などのハイテク分野である。遠

くない将来、あらゆるモノがインターネ

ットにつながる IoT時代の到来が予想さ

れる。企業は IoT時代にビッグデータを

解析することで新たなアイデアや有益な

情報を得ることができる。優れた AIは、

企業の競争優位性を確保するための重要

な鍵となるのだ。また、実用化に向けて

研究の進む自動運転や遠隔ロボットの操

作では、超高速・多数接続・超低遅延と

いう特徴を持つ 5G が基盤インフラとな

る。ハイテク分野は安全保障にも影響するため、覇権維持を望む米国には譲れない分野だ。中国通信

大手の中興通訊(ZTE)に対する制裁の発動は、正にこの争いが表面化した部分であると言えよう。 

 

国 米国 中国

措置
通商法301条に基づく中国の技術移転
策に対する制裁措置

米国の500億ドル相当の対中輸入制限措
置に対する対抗措置

概要

対中輸入：500億ドル相当（1,102品目）
第1弾：25％の追加関税
　　　　  340億ドル（818品目）
第2弾：160億ドル（284品目）

対米輸入：500億ドル相当（659品目）
第1弾：25％の追加関税
　　　　  340億ドル（545品目）
第2弾：160億ドル（114品目）

品目

第1弾：
原子炉、ボイラー、エンジン、クレーン、
航空機関連部品、レーザー工作機械、
掘削機、フライス盤、金属加工機械、
研磨機、産業用ロボット、テレビカメラ、
リチウム電池、コンデンサ、自動車、
船舶、鉄道車両部品、医療機器、など

第2弾：
エチレン、ポリプロピレン、ポリウレタン、
樹脂、モーター、種子、除草剤、
半導体製造装置、電子集積回路
オートバイ、トラック、計測装置、など

第1弾：
牛肉、豚肉、鶏肉、マグロ、鮭、鰯、鯖、
イカ、エビ、カニ、カキ、ホタテ、バター、
ヨーグルト、玉ねぎ、キャベツ、キノコ、
ニンニク、トウモロコシ粉、大豆、
マンゴー、タバコ、自動車、トラック、など

第2弾：
原油、コークス、ナフサ、エチレン、
アスファルト、プラスチック製品、
眼科用装置、その他医療機器、など

発動日
第1弾：  7月 6日
第2弾：決定次第

第1弾：  7月 6日
第2弾：米国次第

（資料）JETRO、USTR、中国商務省、各種報道

（図表２）　米中の貿易制裁内容
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 米国は貿易面でも中国の産業高度化を

阻む姿勢を示している。6 月に最終発表

された 500億ドル相当の対中制裁課税リ

ストには、中国の長期戦略である「中国

製造 2025」を狙い撃ちした産業用ロボッ

ト・航空機・船舶・自動車・半導体装置

などの品目が並んでいる（図表 2）。この

ような米国の強硬な対中政策は。今後も

続くものと予想される。通商政策の策定

では、ライトハイザー通商代表やロス商

務長官、ナバロ通商製造政策局長など保

護貿易を推進する人物が多く関わる（図

表 3）。そのうえ経済面の安全保障を話し

合う国家経済会議には、ポンペオ国務長

官やボルトン大統領補佐官など対外強硬

派が揃う。政策立案に関わる人物を見る

限り、対外強硬姿勢は変わらないだろう。 

 

2｜米国の貿易赤字を削減するための戦い 

 トランプ大統領が貿易政策について語るとき「公正な」という言葉を多用する。実のところ「公正

な」貿易という概念は米国に長らく存在してきた概念だ。この概念は、諸外国が米国市場に自由にア

クセスできる一方で、自らの市場を不公正な障壁で保護し、米国の輸出を拒んできたと感じる米国民

の不満を代弁してきた。トランプ大統領がユニークだった(誤解している)点は、貿易赤字が悪で黒字

が善だとする考え方であり、米国にとって不公平な状況を打破する試みは、これまでも歴史上何度か

試みられてきたものである。その意味で前述の対中政策とは、明確に区別されるべきだろう。 

 2017年度の米国の貿易赤字は、前年比+9.0％となる▲8,075億ドルとトランプ大統領の就任後も拡

大してきた（図表 4）。貿易赤字の計上先は上位 5ヵ国で全体の約 8割を占める（中国 46.6％、メキシ

コ 9.4％、日本 8.7％、ドイツ 7.9％、イタリア 3.9％、合計 76.5％）。貿易赤字全体の約半分は中国

が占めて最大となっているが、日本や欧州などの同盟国も大きな比重を占めている（図表 5）。 
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（図表４） 米国の貿易収支

（資料） 米国商務省

（億ドル）

占率 占率 占率

1 カナダ 2,829 18.2 1 中国 5,063 21.4 1 中国 ▲ 3,759 46.6

2 メキシコ 2,438 15.7 2 メキシコ 3,200 13.6 2 メキシコ ▲ 761 9.4

3 中国 1,304 8.4 3 カナダ 3,055 12.9 3 日本 ▲ 700 8.7

4 日本 683 4.4 4 日本 1,383 5.9 4 ドイツ ▲ 641 7.9

5 英国 566 3.6 5 ドイツ 1,180 5.0 5 イタリア ▲ 317 3.9

6 ドイツ 539 3.5 6 韓国 718 3.0 6 インド ▲ 230 2.8

7 韓国 493 3.2 7 英国 537 2.3 7 カナダ ▲ 227 2.8

8 香港 407 2.6 8 イタリア 501 2.1 8 韓国 ▲ 226 2.8

9 ブラジル 371 2.4 9 フランス 493 2.1 9 台湾 ▲ 162 2.0

10 フランス 337 2.2 10 インド 487 2.1 10 フランス ▲ 155 1.9

- 世界 15,534 100.0 - 世界 23,609 100.0 - 世界 ▲ 8,075 100.0

（資料）米国商務省

順位 収支 金額

（図表５）　米国の貿易取引

順位 輸出 金額 順位 輸入 金額

 

メンバー

（ムニューシン財務長官）

（ポンペオ国務長官）

（ボルトン大統領補佐官） 助言

（ほか）

調査 報告

調査 報告

政策運営 調査・研究専門機関

（資料） JETRO「世界貿易投資報告2017年版」および各種報道をもとに筆者作成

（図表３） 米国の通商政策に関わる主要機関と人物

助言

通商交渉権限（委譲）

交渉

＜外交姿勢＞

対外強硬派

国際協調派

トランプ大統領

商務省
（ロス長官）

国家経済会議
（クドロー議長）

米国通商代表部
（ライトハイザー代表）

国際貿易委員会
調査報告

議会

立法府

諸
外
国

大統領府

立法勧告

拒否権

通商交渉権限

通商製造政策局
（ナバロ局長）
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4――影響を受けるのは 

 

1｜中国への影響は最も大きい 

中国は米国の仕掛ける 2つの戦いで当事国となる。国家戦略に横槍が入ることで中国は相当なスト

レスを感じるはずだ。ZTE への制裁は基幹部材や製造装置を海外に依存する中国のハイテク産業の脆

弱性を示した。「中国製造 2025」の実現には未だ米国の技術が必要である。米議会で審議中の対米外

国投資委員会(CFIUS)の権限強化法案も同計画に悪影響を及ぼすと見られる。また、対米黒字が世界最

大であることは追加関税による影響も大きいことを意味する。米国の追加関税は中国製品の輸出競争

力を低下させ、対米輸出の減少が設備過剰問題から雇用の大幅な調節へ波及する可能性もある。雇用

の減少は社会の不安定化につながるリスクもあり、中国政府としては避けたいシナリオとなるだろう。 

ただし、中国も米国の強硬な通商政策に翻弄されるばかりではない。米国が対中制裁課税リストを

発表した翌日には、中国も同規模の制裁リストを公表して一歩も引かない姿勢を示した。中国商務省

は自衛のために必要なあらゆる措置を講じるとしており、米国製品に対する不買運動や団体観光客の

渡米禁止(2017年収支は米国が約 291億ドルの黒字)といった措置を打ち出す可能性もある。また、米

国の直接投資を制限することも考えられる。2016年における米国の対中直接投資は 925億ドル、中国

の対米直接投資は 275億ドルに過ぎない。なお、市場で懸念される米国債の大量売却は生じにくいだ

ろう。米国債は人民元の信用を裏づける資産ともなっており、売却による金利上昇が自身の保有資産

をも毀損しかねない。全額売却という強硬手段に出た場合も、米国は国際緊急経済権限法を発動して

中国の米国債を没収することもできる。売却後資金の受け皿もないことから、脅し以外に使用するこ

とはできないだろう。しかし、米国もただでは済まない。米中が本気で衝突すれば、互いに相手を破

滅させることが可能である。そのため米中は最悪の事態を回避し、落としどころを探ろうとするだろ

う。覇権を巡る争いは短期間では決着せず、緊張と緩和が続く展開になると予想される。 

 

2｜日本への影響は見た目以上 

日本の貿易相手国は上位 2カ国が米国と中国で、取引額は貿易額全体の 4割近くを占める。米国の

輸入制限による直接的な影響は、今のところ図表 6 に示される領域だけであり、対米輸出総額 1,383

億ドル(2017年度)から見れば経済に与える影響は限られている。しかし、貿易制限の影響を考えるに

は対米貿易の名目収支を見るだけでなく、第 3国を迂回した取引の影響も加味して考える必要がある。 

 

（図表６）　米国の追加関税導入品目

ベトナム

32%

タイ

24%

韓国

15%

メキシコ

13%

中国

6%

その他

10%

家庭用大型洗濯機

（注）国際統一商品分類（845020、845011、845090）

（資料）米国商務省国際貿易局

2017年

20億ドル

20%

中国

18%

韓国

13%

メキシコ

11%

ベトナム

9%

日本

8%

タイ

5%

その他

16%

太陽光パネル

（注）国際統一商品分類（850131、854140、850161、850720）

2017年

183億ドル

カナダ

15%

ブラジル

8%

韓国

8%

メキシコ

7%
ロシア

7%
中国

5%

日本

5%

ドイツ

5%

台湾

4%

トルコ

4%

その他

32%

鉄鋼製品

（注）標準国際貿易商品分類（67）

2017年

369億ドル

カナダ

41%

中国

10%
ロシア

9%

UAE

8%

4%

3%

その他

25%

アルミニウム

（注）標準国際貿易商品分類（684）

2017年

172億ドル

マレーシア

ｱﾙｾﾞﾝﾁﾝ

ﾊﾞｰﾚｰﾝ
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 アジアでは複雑なグローバルバリューチェーンが形成されている。最終製品が中国から米国に輸出

されたとしても、その全ての付加価値が中国国内で加えられる訳ではない。製品設計が米国で行われ

ていればその付加価値は米国に帰属することとなり、日本で生産された部品が含まれていればその付

加価値は日本に帰属する。製品やサービスが最終的に消費されるまでに、付加価値がどこで付加され

たのかを明らかにするツールに経済協力開発機構(OECD)と世界貿易機関(WTO)が共同で開発した付加

価値貿易 (Trade in Value Added、以下 TiVA) 統計が利用される。米国の貿易収支赤字上位国におけ

る TiVAと名目の貿易収支を比較すると、日本およびドイツでは TiVAの方が大きい（図表 7左）。これ

は、日本およびドイツの国内付加価値の実現が、米国との直接的な貿易取引以外にも他国の輸出品を

通して実現していることを意味する。つまり、他国の対米貿易が日本およびドイツの国内付加価値を

輸出する媒体となっているということだ。また、日本のアジアにおける貿易取引上位国について TiVA

と名目の貿易収支を比較すると、貿易収支黒字は名目の方が大きくなっている（図表 7右）。これは、

日本の輸出品の多くがアジアを最終目的地としておらず、日本アジア間の貿易取引が中間財を中心と

していることを示唆している。この事実は、貿易戦争がさらに激化して中国から米国へのモノの流れ

が滞った場合、日本国内の産業にもマイナスのフィードバックが生じることを意味する。特に、対米

貿易収支で名目よりも TiVAが大きくなっている卸・小売、金属、化学などは、見た目以上に影響が出

る可能性がある（図表 8）。なお、卸・小売には、製造業に付随するものも多く含まれているため注意

する必要がある。輸送機器については、貿易収支黒字が大きく国内付加価値が実現する 1つの柱とな

っている。米国で検討中とされる自動車への新たな輸入関税が発動されれば、日本は大きな影響を受

けるだろう。そして、その影響はアジア諸国にも広く及ぶ。輸送機器の貿易収支の名目は TiVAを上回

っており、国際分業体制が他の領域よりも進んでいるからだ。日本の対米輸出が減少した場合、その

影響はグローバルバリューチェーンを通じてアジア諸国にも広がる可能性が高い。 

  

 

3｜米国へのブーメラン 

自らの行動は米国自身にも悪影響を及ぼすだろう。既に貿易戦争の懸念は金融市場を動揺させてお

り、株価がより大きく調整した場合、逆資産効果によって消費が抑制される可能性がある。また、関

税が導入された商品では価格が上昇し、物価上昇が家計支出を抑制することも考えられる。消費の落

ち込みは企業収益を悪化させ、設備投資の抑制や雇用者報酬の減少につながる。そうなれば、典型的

な景気後退シナリオへの突入となり、経済は縮小して雇用や収入環境が悪化することになるだろう。 

 追加関税措置は他国からの報復措置も招いている。5月 31日に米国が鉄鋼・アルミ製品の関税猶予

の打ち切りを発表すると、メキシコ・欧州・カナダはすぐに報復措置を発表した（図表 9）。3ヵ国地

《米国》 《日本》 （億ドル）

①
TiVA

②
名目

①-②
差

①
TiVA

②
名目

①-②
差

中国 ▲ 1,794 ▲ 2,753 960 中国 37 213 ▲ 175

メキシコ ▲ 314 ▲ 552 239 韓国 101 242 ▲ 141

日本 ▲ 396 ▲ 183 ▲ 213 台湾 114 325 ▲ 210

ドイツ ▲ 363 ▲ 286 ▲ 77 香港 19 21 ▲ 2

カナダ ▲ 485 ▲ 798 313 タイ 56 131 ▲ 75

イタリア ▲ 137 ▲ 172 35

（注） 2018年6月27日取得データ

（資料）OECD

（図表７）　日米の名目とTiVAで見た貿易収支 《2011年》
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（図表８） 日本の対米貿易収支の業種別内訳 《2011年》

（注） 2018年6月27日取得データ

（資料） OECD 

（億ドル）
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域の報復対象品目を見ると、鉄鋼・アルミ製品に加えてウィスキーやモーターボート、農産品などが

対象となっている。これらの生産者や関連業種の雇用者には打撃となるだろう。実際、米国のハーレ

ーが報復措置を受けて欧州向けのオートバイ生産を米国外に移転しており影響が出始めている。 

 

以上を整理すると、今回の貿易戦争は次の対象に影響を与えると見られる。最大の影響は中国に及

ぶ。名目と TiVAの両方で対米貿易収支黒字は最大であり影響もまた大きい。中国を狙い撃ちした制裁

は長期的な国家戦略を頓挫させかねない。日本は直接的な影響こそ軽微であるが、三角貿易の取引構

造によって対中制裁の影響を間接的に受ける。今後、米中貿易戦争が激化すれば、日本の被る影響は

対米貿易黒字を上回る規模となるだろう。米国国内では報復措置の対象となった生産者や消費者が通

商政策のツケを払わされる。追加関税措置によって米国の国内に戻る雇用もあるだろうが、報復措置

によって失われる雇用や経済の縮小がもたらす悪影響がそれを相殺するだろう。貿易戦争は報復の連

鎖が重なることでさらにその範囲を広げる。勝者のいない争いは、一層深刻化することになるだろう。 

 

 

5――日本が取るべき行動 

 

 貿易戦争の大きな要因である米国の貿易赤字の縮小には、米国自身の過剰消費の見直しが根本的な

解決策となる。しかし、これに対して日本の関与できる余地は少なく、米国政権が通商政策を国際協

調方針へ変えることを辛抱強く待つことが消極的な解決策となる。トランプ政権の通商戦略は、巨大

な経済力を背景として各国に個別の通商協議を求めることにある。個別協議では大国の要求は通りや

すく、安全保障を交渉カードとして使用することも容易であるためだ。日本は米国の通商政策が変わ

るまでこの圧力を受け流さなくてはならない。1つの方策としては、2国間協議に引き込まれる前に米

国抜きの多国間協議を進展させてしまうことだ。巨大な経済圏が米国抜きに形成され、取引ルールが

米国抜きで決まる事態は、米国にも大きなプレッシャーを与えるだろう。具体的には、東アジア地域

包括的経済連携(RCEP)やアジア太平洋自由貿易圏(FTAAP)などのメガ FTA を迅速に前進させることが

有用だ。TPP をさらに拡大させるという選択肢もある。多国間協議は利害調整の難しい困難な作業が

伴うが、各国がバラバラな状況では世界にとって公正な自由貿易を維持していくことはできない。日

本には、ガラス細工のように繊細な TPPをまとめきった強い指導力の発揮を期待したい。 

 

 

（お願い）本誌記載のデータは各種の情報源から入手・加工したものであり、その正確性と安全性を保証するものではありません。また、本誌は情報提供が

目的であり、記載の意見や予測は、いかなる契約の締結や解約を勧誘するものではありません。 

国 メキシコ 欧州 カナダ

措置

概要

対米輸入：（71品目）

最大25％の追加関税

対米輸入：64億ユーロ相当（340品目）

第1弾：25％の追加関税

　　　　　28億ユーロ相当（182品目）

第2弾：36億ユーロ（158品目）

対米輸入：166億カナダ・ドル相当（128品目）

リスト1：25％の追加関税（44品目）

リスト2：10％の追加関税（84品目）

対象品

鉄鋼製品、アルミ製品、豚肉、チーズ、リンゴ、豚肉

加工品、ジャガイモ加工品、ブルーベリー加工品、調

製食料品、ウイスキー、ファン、モーターボート、金属

製家具、照明器具など

第1弾：

鉄鋼製品、アルミ製品、自動二輪コメ、タバコ、

モーターボート、ウイスキー、など

第2弾：

その他（第1弾の拡大）

リスト1：

鉄鋼製品、ステンレス製品、など

リスト2：

アルミ製品、ヨーグルト、コーヒー、殺虫剤、冷蔵庫、

ウィスキー、モーターボート、など

発動日 6月5日
第1弾：6月22日

第2弾：米国次第
7月1日

（資料）JETRO、EUR-Lex、カナダ財務省、各種報道

鉄鋼・アルミニウム製品の輸入制限措置に対する報復措置

（図表９）　各国の報復措置


